　　これを受けて，健康管理手当の支給申請のために，同年３月から５月

　にかけての３か月間で約１０００人もの在韓被爆者が来日し，また，被

　爆者健康手帳の交付を受けていない在外被爆者からの広島，長崎両県，・

　両市に対する仮申請（被控訴人国は，平成１４年（２００２年）６月１

　日から在外被爆者渡日支援等事業を開始して，渡日治療支援事業や被爆

　確認証交付事業等のほか，被爆者健康手帳の交付を受けるための渡日に

　必要な旅費の支給が行われるようになり，当初はあまり利用されなかっ

　たが，４０２号通達の廃止に伴い，この事業の利用を前提としての被爆

　者健康手帳の交付の仮申請が一斉に行われるようになった。）が殺到し，

　平成１５年（２００３年）１１月末日時点で広島市５７１人，広島県８

　１人，長崎市６７人，長崎県２８人の合計７４７人（このうち５００人

　以上が在韓被爆者）が審査未処理の状態にあり，これまでの処理状況か

　らすると，これらの未処理仮申請の処理が終わるには，さらに３年を要

　するものと思われる。なお，同年１１月末日時点で，被爆者健康手帳を

　所持している在韓被爆者は１２９３人で，援護協会への登録被爆者２１

　４０人の６０．４％，偉康管理手当を受給している者は１１６６人で５

　４．５％となっている。また，現在の健康管理手当の額は，被爆者援護

　法，平成１５年度における国民年金法による年金の額等の改定の特例に

　関する法律及びこれに基づく政令によって，月額３万４０３０円とされ

　ている。

（三）控訴人らは，いずれも広島市で原子爆弾の投下に遭い被爆したもので

　あるが，４０２号通達が出される以前に被爆者健康手帳の交付を受けた

　者はなく，上記の渡日治療が始まってから以後，平成８年（１９９６

　年）１２月２日までの間に，控訴人朴昌煥（控訴人番号１），控訴人梁

　基成（控訴人番号２），控訴人李根睦（控訴人番号３），控訴人李炳穆

　（控訴人番号４），控訴人李敏卿（控訴人番号５），控訴人黄鐘鎬（控

控訴人番号６）．控訴人金仁喆（控訴人番号７），控訴人宋栄彬（控訴人

番号９）．梓訴人崔壽煥（控訴人番号１１），控訴入金敏経（控訴人番

号１２）．控訴人金春植（控訴人番号１３），控訴人姜建馨（控訴人番

　号１４）．控訴人申亘秀（控訴人番号１７），控訴人白顕基（控訴人番

　号１８）、控訴人朴南淳（控訴人番号１９），控訴人李仕雨（控訴人番

号２０），控訴人張寛秀（控訴人番号２１），控訴人金容福（控訴人番

　号２３）．控訴人洪順義（控訴人番号２４），控訴人崔昌喜（控訴人番

　号２５）．控訴人崔基春（控訴人番号２６），控訴人鄭鐘憲（控訴人番

号３２），控訴人朱昌輪（控訴人番号３３），控訴人方勲栽（控訴人番

号３４）．控訴人鄭昌喜（控訴人番号３５），控訴人金在鉉（控訴人番

　号３６）．控訴人権東鶴（控訴人番号３７）．控訴人金大福（控訴人番

　号４０）．控訴人鄭尚華（控訴人番号３９）、控訴人元福植（控訴人番

　号４０）の３０名が被爆者健康手帳の交付を受け，このうち，控訴人朴

　昌煥（控訴人番号１）　控訴人梁基成（控訴人番号２）．控訴人李根睦

（控訴人番号３），控訴人李炳穆（控訴人番号４），控訴人金仁喆（控

　訴人蕃号７），控訴人宋栄彬（控訴人番号９），控訴人申亘秀（控訴人

　番号１７），控訴人張寛秀（控訴人番号２１），控訴人鄭鐘憲（控訴人

番号３２），控訴人方勲栽（控訴人番号３４），控訴人鄭昌喜（控訴人

　番号３５），控訴人金在銘（控訴人番号３６），控訴人権東鶴（控訴人

　番号３７），控訴人鄭尚華（控訴人番号３９）の１４名は健康管理手当

を受給したことがあるが，いずれも出国を理由に支給が打ち切られた。

　　そのほかの被爆者健康手帳の交付を受けた控訴人ら１６名は，平成１

５年（２００３年）３月の上記取扱いの変更までの間に健康管理手当の

支給を受けたことはなかった。

　　また，控訴人許南吉（控訴人番号８），控訴人呉長根（控訴人番号１

０），控訴人裵相勲（控訴人番号１５），控訴人張壽命（控訴人番号１

６），控訴人申鎮雨（控訴人番号２２），控訴人黄奎鎬（控訴人番号２

７），控訴人金壽天（控訴人番号２８），控訴人李相火枽（控訴人番号２

９），控訴人方禹植（控訴人番号３０），控訴人李倫求（控訴人番号３

１）の１０名は，被爆者健康手帳の交付を受けることなく経過し，上記

の取扱い変更後，控訴人申鎮雨（控訴人番号２２）を除く９名は被爆者

健康手帳の交付の仮申請をし，現在までに控訴人黄奎鎬（控訴人番号２

７），控訴人金壽天（控訴人番号２８）の２名が交付を受けて健康管理

手当の受給を申請している。なお，控訴人李相火枽（控訴人番号２９）と

控訴人朱昌輪（控訴人番号３３）の２名は病気のため渡日が不可能な状

態にある。

　上記の取扱いの変更に伴う被爆者健康手帳の交付仮申請及び健康管理

手当の受給等の点も含めて，控訴人らそれぞれについての状況は以下の

とおりである。

（１）控訴人朴昌煥（控訴人番号１）は，昭和５９年（１９８４年）１０

　月１６日，渡日治療を受けた際に被爆者健康手帳の交付を受け，平成

　７年（１９９５年）３月から４月まで健康管理手当を受給したが，出

　国により打ち切られて，そのまま平成１３年（２００１年）２月２４

　日死亡した。

（２）控訴人梁基成（控訴人番号２）は，昭和５８年（１９８３年）１０

　月１３日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受け，平成７年

　（１９９５年）３月から４月まで健康管理手当を受給したが，出国に

　より打ち切られて，そのまま平成１３年（２００１年）１１月１０日

　死亡した。

（３）控訴人李根睦（控訴人番号３）は，昭和６１年（１９８６年）５月

　２３日，被爆者健康手帳の交付を受け，平成７年（１９９５年）３月

　から４月まで健康管理手当を受給したが，出国により打ち切られ，上

　記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）５月に支給申請をして，

　再び受給している。

（４）控訴人李炳穆（控訴人番号４）は，昭和５８年（１９８３年）１０

　月１２日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受け，昭和６３年

　（１９８８年）４月から６月まで健康管理手当を受給したが，出国に

　より打ち切られ，上記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）３

　月に支給申請をして，再び受給している。

（５）控訴人李敏卿（控訴人番号５）は，平成７年（１９９５年）１２月

　１１日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給した

　ことはなく，上記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）５月に

　支給申請をして，これを受給している。

（６）控訴人黄鐘鎬（控訴人番号６）は，平成７年（１９９５年）１２月

　１１日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給した

　ことはなく，上記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）５月に

　支給申請をして，これを受給している。

（７）控訴人金仁喆（控訴人番号７）は，昭和５７年（１９８２年）５月

　１７日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受け，平成２年（１

　９９０年）１月から３月まで健康管理手当を受給したが，出国により

　打ち切られ，上記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）５月に

　支給申請をして，再び受給している。

（８）控訴人許南吉（控訴人番号８）は，これまでに被爆者健康手帳の交

　付を受けたことはなく，上記の取扱い変更後の平成１５年（２００３

　年）４月１０日，長崎市に交付の仮申請をしている。

（９）控訴人宋栄彬（控訴人番号９）は，昭和５８年（１９８３年）１０

　月１２日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受け，平成５年

　（１９９３年）８月に健康管理手当を受給したが，出国により打ち切

　られ，そのまま平成１３年（２００１年）１０月２９日に死亡した。

（10）控訴人呉長根（控訴人番号１０）は，これまでに被爆者健康手帳の

　交付を受けたことはなく，上記の取扱い変更後の平成１５年（２００

　３年）４月１０日，長崎市に交付の仮申請をしていたが，病気のため

　平成１６年（２００４年）８月に死亡した。

（11）控訴人崔壽煥（控訴人番号１１）は，平成３年（１９９１年）７月

　２７日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給する

　ことのないまま，平成１２年（２０００年）８月１３日死亡した。

（12）控訴人金敏経（控訴人番号１２）は，昭和５６年（１９８１年）１

　２月２０日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康

　管理手当を受給したことはなく，上記の取扱い変更後，平成１５年

　（２００３年）５月に支給申請をして，これを受給している。

（13）控訴人金春植（控訴人番号１３）は，昭和６１年（１９８６年）５

　月２３日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管

　理手当を受給したことはなく，上記の取扱い変更後，平成１５年（２

　００３年）５月に支給申請をして，これを受給している。

（14）控訴人姜建馨（控訴人番号１４）は，平成８年（１９９６年）１２

　月２日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給した

　ことはなく，病気のため平成１５年（２００３年）２月２０日死亡し

　た。

（15）控訴人裵相勲（控訴人番号１５）は，これまでに被爆者健康手帳の

　交付を受けたことはなく，上記の取扱い変更後の平成１５年（２００

　３年）３月３日，広島市に交付の仮申請をしている。

（16）控訴人張壽命（控訴人番号１６）は，これまでに被爆者健康手帳の

　交付を受けたことはなく，上記の取扱い変更後の平成１５年（２００

　３年）３月３日，広島市に交付の仮申請をしたが，平成１６年（２０

　０４年）１月２０日ころ死亡した。

（17）控訴人申亘秀（控訴人番号１７）は，昭和５９年（１９８４年）１

　０月１６日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受け，平成元年

　（１９８９年）７月から９月まで健康管理手当を受給したが，出国に

　より打ち切られ，上記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）３

　月に支給申請をして，再び受給している。

（18）控訴人白顕基（控訴人番号１８）は，平成８年（１９９６年）１２

　月２日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給した

　ことはなく，病気のため平成１５年（２００３年）３月８日死亡した。

（１９）控訴人朴南淳（控訴人番号１９）は，昭和６０年（１９８５年）３

　月２６日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管

　理手当を受給したことはなく，上記の取扱い変更後，平成１５年（２

　００３年）５月に支給申請をしたが，同年８月２９日死亡した。

（20）控訴人李仕雨（控訴人番号２０）は，昭和６１年（１９８６年）５

　月２３日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管

　理手当を受給することのないまま，平成１３年（２００１年）４月６

　日死亡した。

（21）控訴人張寛秀（控訴人番号２１）は，昭和６１年（１９８６年）５

　月２２日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受け，昭和６３年

　（１９８８年）４月から６月まで健康管理手当を受給したが，出国に

　より打ち切られ，病気のため平成１５年（２００３年）２月１６日死

　亡した。

（22）控訴人申鎮雨（控訴人番号２２）は，被爆者健康手帳の交付を受け

　ることのないまま，平成１３年（２００１年）８月１４日死亡した。

（２３）控訴人金容福（控訴人番号２３）は，昭和５９年（１９８４年）１

　０月１６日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康

　管理手当を受給したことはなく，病気のため平成１５年（２００３

　年）２月５日死亡した。

（２４）控訴人洪順義（控訴人番号２４）は，平成６年（１９９４年）１２

　月１４日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給し

　たことはなく，上記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）５月

　に支給申請をして，これを受給している。

（２５）控訴人雀昌喜（控訴人番号２５）は，平成３年（１９９１年）７月

　２７日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給する

　ことのないまま，平成１１年（１９９９年）７月６日死亡した。

（２６）控訴人雀基春（控訴人番号２６）は，平成３年（１９９１年）７月

　２７日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給する

　ことのないまま，平成１４年（２００２年）１１月１４日死亡した。

（２７）控訴人黄杢鏑（控訴人番号２７）は，これまでに被爆者健康手帳の

　交付を受けたことはなく，上記取扱い変更後の平成１５年（２００３

　年）４月１０日，長崎市に交付の仮申請をして，同年１２月に交付を

　受け，健康管理手当の支給を申請している。

（２８）控訴人金毒天（控訴人番号２８）は，これまでに被爆者健康手帳の

　交付を受けたことはなく，上記取扱い変更後の平成１５年（２００３

　年）４月１０日，長崎市に交付の仮申請をして，同年１２月に交付を

　受け，健康管理手当の支給を申請している。

（２旬　控訴人李相燥（控訴人番号２９）は，これまでに被爆者健康手帳の

　交付を受けたことはなく，上記取扱い変更後の平成１５年（２００３

　年）４月１０日，長崎市に交付の仮申請をし，被爆確認証の送付を受

　けたが，脳内出血で右半身麻療のために渡日が不可能な状態にある。

（３０）控訴人方南植（控訴人番号３０）は，これまでに被爆者健康手帳の

　交付を受けたことはなく，上記取扱い変更後の平成１５年（２００３

　年）４月１０日，長崎市に交付の仮申請をしている。

（３１）控訴人李倫求（控訴人番号３１）は，これまでに被爆者健康手帳の

　交付を受けたことはなく，上記取扱い変更後の平成１５年（２００３

　年）３月３日，広島市に交付の仮申請をしている。

（３２）控訴人鄭鐘憲（控訴人番号３２）は，平成３年（１９９１年）７月

　２７日，被爆者健康手帳の交付を受け，平成４年（１９９２年）４月

　から５月まで健康管理手当を受給したが，出国により打ち切られ，上

　記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）５月に支給申請をして，

　再び受給している。

（頑　控訴人朱昌輪（控訴人番号３３）は，平成３年（１９９１年）７月

　２７日，被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給した

　ことはなく，現在，脳梗塞で介護を要する状態で渡目することができ

　ない。

幽　控訴人方勲栽（控訴人番号３４）は，平成６年（１９９４年）３月

　２８日，被爆者健康手帳の交付を受け，同年１１月から１２月まで健

　康管理手当を受給したが，出国により打ち切られて，そのまま平成１

　３年（２００１年）７月２７日死亡した。

（姻　控訴人鄭昌喜（控訴人番号３５）は，昭和５６年（１９８１年）１

　２月２０日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受け，平成４年

　（１９９２年）１０月から１２月まで健康管理手当を受給したが，出

　国により打ち切られて，上記取扱い変更後，従前の受給権の継続によ

　り受給している。

（３６）控訴人金在銘（控訴人番号３６）は，昭和５６年（１９８１年）１

　２月２１日，渡日治療の際に被爆者健康手帳の交付を受け，平成元年

　（１９８９年）１０月から１２月まで健康管理手当を受給したが，出

国により打ち切られて、そのまま平成１３年（２００１年）５月２８

　日死亡した。

（37）控訴人権東鶴（控訴人番号３７）は，平成７年（１９９５年）５月

　　１６日，被爆者健康手帳の交付を受け，同年６月から８月まで健康管

　　理手当を受給したが，出国により打ち切られ，上記取扱い変更後，平

　　成１５年（２００３年）５月に支給申請をして，再び受給するように

　　なったが，同年１２月３０日死亡した。

（38）控訴人金大福（控訴人番号３８）は，平成８年（１９９６年）１２

　　月２日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給した

　　ことはなく，上記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）５月に

　　支給申請をして，これを受給している。

（39）控訴人鄭尚華（控訴人番号３９）は，平成７年（１９９５年）５月

　　１６日に被爆者健康手帳の交付を受け，同年６月から８月まで健康管

　　理手当を受給したが，出国により打ち切られ，上記取扱い変更後，従

　　前の受給権の継続により受給している。

（40）控訴人元福植（控訴人番号４０）は，平成８年（１９９６年）１２

　　月２日に被爆者健康手帳の交付を受けたが，健康管理手当を受給した

　　ことはなく，上記の取扱い変更後，平成１５年（２００３年）５月に

　　支給申請をしたが，同年死亡した。

（四）平成１５年（２００３年）３月１日の上記取扱いの変更後においても，

　被爆者健康手帳の交付を受けるに当たっては，居住地又は現在地の都道

　府県知事等に申請しなければならないとの規定（被爆者援護法２条１

　項）により，また，健康管理手当等の支給に係る申請についても，同法

　施行規則により居住地（居住地を有しないときは現在地）の都道府県知

　事等に申請すべきものとされていることから，いずれの申請についても，

　少なくとも一度は来日する必要があるものとされており，その負担が既

　に高齢となっている控訴人らには大きな障害となっている。また，病気

　　で来日が困難な状態にある控訴人も存在する。

４　被控訴人国に対する請求について

（一）強制連行，強制労働を理由とする損害賠償責任について

　（１）国際法に基づく責任について

　　　ア　国際法は，原則として，国家と国家又は国際機関等との関係を規

　　　　律するものであり，その法主体は国家又は国際機関である。そこで

　　　　は，個人の法的地位は，その属する国家の国内法によって形成され

　　　　るものであって，個人が直接に国際法上の法主体となることはない。

　　　　　したがって，仮に，その権利や利益が他の国家やその国民によっ

　　　　て侵害されても，国際法上は関係国間の権利義務関係の中に包摂さ

　　　　れ，外交保護権の行使を通じて間接的に被害回復がはかられるので

　　　　あり，個人が国際法を根拠に相手国等に対して直接に何らかの請求

　　　　をすることはできない。

　　　　　もっとも，国際社会において，個人の利益主張がどの範囲で容認

　　　　され，それが具体的にどのような方法で実現されるべきか，あるい

　　　　は，個人にいかなる義務が課せられ，どのように規律されるかとい

　　　　うことについては，すべて国家間の合意（条約）で定められるもの

　　　　であり，その結果としての条約等の国際法規範が，直接に個人の権

　　　　利や義務について定め，さらに個人自らによる権利実現のための国

　　　　際法上の具体的手続をも設定し，個人の義務違反について国際的手

　　　　続で処罰や制裁を科すための制度を設けているような場合には，例

　　　　外的に，個人が国際法上の権利義務の主体となることがあり得る。

　　　　　しかし，これも条約等がそのような内容の保護と規律を定めてい

　　　　ることに基づくのであって，具体的な条約等の国際法規範の存在と

　　　　無関係に個人に国際法上の法主体性が認められるものではない。

　　イ　控訴人らは，条約の規定の仕方それ自体に司法審査基準としての

具体性が備わっていれば，その条約は自動執行力を有し，それに基

づいて個人に国際法上の法主体性が認められる旨主張する。しかし，

条約がそのままの形で国内法として受容されるためには，それが国

家間の権利義務ではなく，個人の権利義務について定めたものであ

って，権利義務の発生要件，効果，手続等が条約に明確，詳細に定

められており，さらにこれを補完，具体化する法令を必要とせずに

国内における裁判規範として執行可能なものであることと，締約国

がこれを直接国内裁判所で執行可能なものとする意思を有すること

が必要である。控訴人らは，戦争犯罪責任に関する国際慣習法やI

LO第２９号条約は，いずれも個人を権利義務の主体として認めた

ものであり，自動執行力を有するものであるとする。しかし，戦争

犯罪責任に関する国際慣習法については，陸戦の法規慣例に関する

条約（ハーグ陸戦条約）は，交戦国及びその軍隊構成員に陸戦にお

いて軍隊が守るべき事項を定めた陸戦の法規慣例に関する規則（ハ

ーグ陸戦規則）を遵守させるために，交戦当事者である国家が，そ

の軍隊構成員によるハーグ陸戟規則違反の行為によって生じた損害

について被害国に対して賠償の責任を負う旨を定めたものであって，

それ以上に，被害を受けた個人に対する加害国等の賠償責任等を認

め，あるいは被害者個人を権利義務の主体と定めて，その加害国等

に対する請求権や出訴権を認めたものではない。また，戦争犯罪責

任に関しての「人道に対する罪」も，その内容からして，戦争犯罪

の行為者個人の刑事責任を明らかにし，その処罰を目的としたもの

であって，戦争犯罪行為の被害者個人について，権利義務の主体と

して，加害行為者やその属する国家に対する賠償請求等を認めたも

のではない。

　したがって，ハーグ陸戦条約や「人道に対する罪」を根拠に，控

　　訴人らが主張するような国際法違反の行為による被害者個人を権利

　　義務の主体として，加害国等に対する賠償等の請求を認めることは

　　できず，またそのような国際慣習法が成立しているものともいえな

　　い。その他，本件全証拠によっても，控訴人らが主張するような国

　　際慣習法の成立を認めることはできない。

　　　さらに，ILO第２９号条約についても，同条約は専ら締約国の

　　国家としての義務について定めたものであり，条約で禁止された強

　　制労働の被害者個人を権利義務の主体として，違反した国家等に対

　　する賠償請求等を認めるものではなく，そのような規定も存しない。

　　　また，個人の権利義務について，その発生要件，効果，手続等が

　　明確，詳細に定められ，これを補完，具体化する法令を必要とせず

　　に裁判規範として執行可能なものということもできない。

　ウ　以上によれば，本件に関して，控訴人らを国際法上の権利義務の

　　主体として認めることはできず，また控訴人らの主張する強制連行，

　　強制労働に関して，控訴人ら個人に損害賠償請求権を具体的に認め

　　得る国際法規範の存在も認められず，国際法違反に基づく損害賠償

　　責任に関する控訴人らの主張は理由がない。

（２）国内法に基づく責任について

　ア　不法行為に基づく損害賠償責任について

　（ア）被控訴人国の不法行為について

　　　　控訴人らに対する徴用の経過は，前記認定したとおりであり，

　　　いずれも国家総動員法及び国民徴用令に基づいて行われたもので

　　　ある。控訴人らは，徴用令書の交付を受けて，これに応じるべき

　　　法的義務を課され，やむを得ず徴用に応じたものであり，その望

　　　んだものではないという意味において強制された連行であり，労

　　　働であったということができる。しかし、その意思を抑圧されて、

　拉致されたというものではなく，その当否は別として，当時の法

　制下における国民徴用令に基づく控訴人らの徴用それ自体をもっ

　て直ちに不法行為と認めることはできない。また，徴用の手続等

　が国民徴用令等の定めに従って行われたものである限りは，具体

　的な徴用の行為が当然に違法ということもできない。

　　ただ，前記認定したような徴用の経過に照らすと，控訴人らに

　対する徴用の実施に際しては，実際に行われるかどうかも明らか

　でないのに賃金の半分を家族に送金するとか，徴用に応じないと

　家族までもが逮捕されたりするなどといった欺罔や脅迫とも評価

　されるような説明が徴用に当たった官吏等によって行われ，各人

　の居住地から広島までの連行の際も，警察官や旧三菱の従業員等

　が監視して，事実上軟禁に等しい状態で押送されたことが窺われ

　る。控訴人らが徴用に応じたものであるとしても，このような行

　為は国民徴用令等の定めを逸脱した違法な行為というべきものと

　考えられ，この点で被控訴人国について不法行為の成立する余地

　があると認められる。

　　控訴人らは，原爆の投下後，被控訴人国が控訴人らを救護しな

　かったとして，この点も不法行為と主張するが，被爆後救護しな

　かったという事実のみをもって直ちに不法行為が成立するものと

　は認められず，また救護義務の存在を認めるに足りる具体的な主

　張もなく，控訴人らの主張は採用することができない。

（イ）国家無答責の法理について

　　被控訴人国は，控訴人らの主張する被控訴人国の行為は，国の

　権力的作用であるから民法の不法行為に関する規定の適用はない

　ものと解され，また，明治憲法下では国の権力的作用による損害

　について賠償責任を認める規定はなく，国が賠償責任を負う余地

はなかったところ、日本国憲法の下で制定された国家賠償法もそ

の附則６項で「この法律施行前の行為に基づく損害については，

なお従前の例による。」と定めていることから，本件において被
控訴人国が賠償責任を負うことはない旨主張する。

　たしかに，明治憲法下においては，国の権力的作用に基づく公
務員の行為によって損害を被ったとしても，国に対する損害賠償
請求訴訟については，行政裁判法１６条で「行政裁判所ハ損害要
償ノ訴訟ヲ受理セス」とされていたことから行政裁判所では受理
されず，また，司法裁判所では，私経済作用や非権力的作用に基
づく場合はともかく，権力的作用に伴う行為について民法の不法
行為規定は適用されないとの解釈のもとに請求は棄却され，その
結果，損害賠償請求は認められず，いわゆる国家無答責といわれ
る法状態であったことは被控訴人国の主張するとおりである（甲
１１９ないし１２２，２４４，乙３８ないし４０，４２ないし４

４，４８ないし５３）。

　しかし，実定法上，国家無答貢といった法理が明文で規定され
ていたわけではない。また，権力的作用に伴う行為による損害に
ついて，国の賠償責任を否定する法規も，反対に現在の国家賠償
法のようにこれを認める旨の特別な法規も存在しなかった。そし

て，行政裁判所では損害賠償請求訴訟を受理しないことが行政裁
判法の明文で定められていたことから，問題は，司法裁判所にお
いて，このような権力的作用に伴う行為に関する損害賠償請求が
受容されるかどうかの判断にかかることとなった。しかるに，上
記のとおり，このような損害賠償請求については，肯定，否定，

いずれの法規も存在しなかったのであるから，その判断は，この

ような行為について民法の不法行為規定の適用を認め得るかどう

かによることとなり，司法裁判所は，その多くの裁判例において
これを否定して，損害賠償請求を棄却する判断を重ねていたとい
うことなのである。したがって，実定法上，国に損害賠償責任が
存在しないことが確定していたわけではなく，単に，損害賠償請
求を実現する法的な手段が認められていなかったにすぎないもの
ということができる。

　ところで，日本国憲法の施行に伴い，行政裁判所は廃止されて
司法裁判所に一元化されるとともに，憲法１７条では公務員の不
法行為について国又は公共団体が賠償責任を負うことを明確に定
め，これを受けて国家賠償法が制定され，私経済作用を除く公務
員の行為により被った損害については同法の定めに従って国又は
公共団体が賠償責任を負うこととされている。もっとも，同法の
附則６項では，「この法律施行前の行為に基づく損害については
なお従前の例による。」とされていることから，本件強制連行に
かかる国の行為については，国家賠償法が適用されないことが明
らかであるほかに，損害賠償請求を実現する手段が存在しないと
いう上記のような法状態が碓持されるものと解されるようにも思
われる。

　しかし，従前も，要は司法裁判所における民法の不法行為規定
の適用の有無の判断にかかっていたものと考えられることは上記
のとおりである。現に，明治憲法下での裁判例においても，当初
は国に対する損害賠償請求は全く認められていなかったものが，

私経済作用に伴う不法行為については民法の不法行為規定の適用
が認められるようになり，次いで非権力的作用に伴う不法行為に

ついても拡げられていったのである。したがって，上記の国家賠
償法の附則６項にいう従前の例というのも，司法裁判所における

　　民法の不法行為規定適用の有無の判断にかかっているという状態
　　を指すものと解するのが相当であり，同項が，同法施行前の行為
　　に関して国家無答責の法理が適用されることまでも明らかにした
　　ものということはできない。

　　　当裁判所は，このような意味合いにおいて，本件強制連行にか
　　かる国の行為に関して民法の不法行為規定の適用が認められるか
　　どうかを判断すべきものと考える。そして，行政裁判所が廃止さ
　　れて司法裁判所に一元化されたことや，国家賠償法のような特別
　　法が存在しない状態においては，民法の不法行為規定は，公務員
　　の公権力の行使に伴う不法行為をも含めて不法行為に関する一般
　　法ともいえる存在であると解すべきこと，明治憲法下においても
　　限定された範囲内ではあっても個人の尊厳は尊重されていたもの
　　であり，少なくともこれを否定することは許されないこと，そし
　　て，国家無答責という考え方に一般的な正当性を認めることはで
　　きないこと等からすれば，本件強制連行にかかる国の不法行為に
　　ついては，民法に基づいて不法行為による損害賠償責任が認めら
　　れるべきものと判断する。よって，被控訴人国の国家無答責を内

　　容とする上記主張は採用することができない。

イ　損失補償の法理について

　　控訴人らは，国民徴用令による強制連行，強制労働により，身体
　に対し，特別の犠牲を受けたものであるから，明治憲法２７条に基
　づく損失補償の法理の適用ないし類推適用により，被控訴人国から

　損失補償を受ける権利を有する旨主張する。

　　しかし，明治憲法２７条は，「日本臣民ハ其ノ所有権ヲ侵サルヽ

　コトナシ」（１項），「公益ノ為必要ナル処分ハ法律ノ定ムル所ニ
　依ル」（２項）と規定するにとどまっている。これをもって，私有

　財産を公共のために用いるには正当な補償を要する旨を定める日本

　国憲法２９条３項のような損失補償に関する明文規定ということ古

　できず，その文言からは，損失補償についても法律の定めに委ねら
　れているものと解されるのである。損失補償請求権はこれを認める
　法律の定めに基づいてはじめて生じる権利であり，明治憲法２７条
　の規定から直接に損失補償請求権が生じるものと解することはでき
　ない。そして，本件においては，控訴人らの被控訴人国に対する損
　失補償請求権に関して定めたような法律は認められない。また，控
　訴人らが主張している特別の犠牲とは，第２次世界大戦下において
　国民徴用令の適用を受けて強制連行，強制労働させられたことによ
　る損害であって，戦争被害の一種であるということができるところ，
　第２次世界大戦においては，国民のほとんどすべてが様々な被害を
　被り，その多くが，自身や近親者の生命，身体，財産を危機に晒し
　あるいは自身や近親者の生命を失い，財産を喪失したものであって，
　このような事態における損失の補償を明治憲法が予想していたもの
　と考えることもできない。控訴人らは，明治憲法２７条の規定の解
　釈においては，日本国憲法２９条３項の規定と同様の解釈によるべ
　き旨を主張するが，上記のような戦争被害に対する補償については
　日本国憲法も同様に予想しないところというべきであり，また，日
　本国憲法２９条３項の解釈を，規定の文言が全く相違し，基本的人
　権に関する基本理念も相違する明治憲法２７条の解釈にそのまま持
　ち込むことも相当とはいえない。以上によれば，損失補償に関する
　控訴人らの上記主張は理由がない。

ウ　結果責任の法理について

　　控訴人らは，損害賠償や損失補償により損害が填補される場合以
　外の場面において，国の活動によって帰責事由のない国民個人に損

　害が生じ，これが救済されない場合，その未救済状態が正義・公平
　の観念に照らして妥当でないときは，憲法の精神に照らして，明文
　の規定がなくても，それを是正するための結果責任の法理を認め，

　被控訴人国に対して損害の填補を命じるべきである旨主張する。し
　かし，控訴人らの主張する結果責任の法理は，極めて抽象的で，内
　容も明確でないといわざるを得ないのであって，これを行為規範，

　裁判規範とすることはできず，この法理に基づいて控訴人らに何ら
　かの具体的な請求権が発生するようなことは認められない。また，

　本件のような戦争被害に対する補償が憲法の予想しないところであ
　ることも上記のとおりである。

エ　条理について

　　控訴人らは，国が行った徴用に伴って生じた損害について被控訴
　人国が賠償ないし補償の責任を負うのは条理上当然であると主張す
　る。

　　ところで，第２次世界大戦における戦争犠牲・被害については，

　それぞれの内容に応じて，各対象者に対し各種の補償が実施されて

　いるが，このような補償については，その補償要件，内容，程度等
　に関して，政治的，社会的，財政的な諸事情を総合的に勘案した上
　で決定する必要があることなどから，いずれも，そのための特別の
　立法を行い，そこで定められた基準に従って補償が実行されている
　のであり，立法を経ることなく補償がされた事例は存しない。また，
　上記のような諸事情やこれに基づく補償の要件，内容等については
　その性質上，条理といった抽象的規範でこれを評価し定めることは
　困難であり，相当でないと考えられる。さらに，本件のような戦争

　被害について，立法を待たずに当然に戦争遂行主体であった国に対

して補償を請求することができるという条理が存在するものとも認

　められないのであって，控訴人らの上記主張を採用することはでき

　ない（最高裁判所平成１０年(ｵ)第２０３６号平成１１年１２月２０

　日第一小法廷判決・訟務月報４７巻７号１７８７頁参照）。控訴人

　らは，国際裁判管轄の有無について条理に基づいて判断された事例

　の存在することを挙げるが，事案を異にするものであり，上記の判

　断を左右するものではない。

オ　安全配慮義務違反に基づく損害賠償責任について

（ア）控訴人らは，被控訴人国は，旧三菱と共に，控訴人らを強制連

　　行し，旧三菱の広島機械製作所又は広島造船所において強制労働

　　に従事させて，控訴人らとの間に事実上の労働関係を形成した上

　　旧三菱が安全配慮義務違反を犯すことを容認したとして，被控訴

　　人国にも安全配慮義務違反に基づく損害賠償責任が存する旨主張

　　する。

　　　ところで，安全配慮義務とは，ある法律関係に基づいて特別な

　　社会的接触の関係に入った当事者間において，当該法律関係の付

　　随的義務として当事者の一方又は双方が，相手方に対して信義則

　　上負担する保護義務であり，安全配慮義務違反の法的性質は広い

　　意味での不完全履行（債務不履行）の一種と解される。したがっ

　　て，安全配慮義務が発生するための当事者間における特別な社会

　　的接触の関係とは，契約関係もしくはこれに準ずる法律関係であ

　　って，このような信義則上の義務を認めるに足りる直接，具体的

　　な関係であることを要するものというべきであり，安全配慮義務

　　はこのような直接，具体的な関係から生じる付随義務としての相

　　手方の生命，身体等に対する保護義務であると解するのが相当で

　　ある。このような関係が存在しない場合の一般的な保護義務につ

　いては，不法行為の問題として捉えられるべきものである。

（イ）そこで，検討するに，本件においては，控訴人らが徴用令書に

　基づいて徴用されて旧三菱に引き渡されるまでの間の被控訴人国

　と控訴人らとの関係と，控訴人らが旧三菱に引き渡されて，旧三

　菱における労働に従事するようになった後の被控訴人国及び旧三

　菱と控訴人らとの関係とが問題になる。

　　そして，このうちの控訴人らが旧三菱における労働に従事する

　ようになった後の関係については，このような労務の提供，業務

　の執行に関して認められる安全配慮義務は，使用者が被用者の業

　務遂行のために必要な施設，設備，器具等を設置管理し，又は，

　被用者の勤務条件等を支配管理することにその実質的な根拠が存

　在し，このような管理に当たって，その施設，設備，器具若しく

　は勤務条件等から生じる可能性のある危険の防止等について負担

　する義務であると考えられるのであるから，安全配慮義務の成立

　が認められるためには，その当事者間に施設等の設置管理又は勤

　務条件等の支配管理の関係があることを要するものというべきで

　ある。

　　本件においては，前記認定のとおり，控訴人らは，徴用令書に

　基づいて徴用され，その居住地から広島まで連行されて，旧三菱

　の前記各工場での労働に従事させられたのであるが，被控訴人国

　の関与は，控訴人らを徴用し，旧三菱に引き渡すまでの間にとど

　まるものであって，その後は，控訴人らは，専ら旧三菱の管理下

　において，前記各工場に配置され，旧三菱が設置管理する工場施

設内で生活し，旧三菱の労務管理の下で作業に従事したのであり，

被控訴人国がその施設等の設置管理又は勤務条件等の支配管理に

具体的に関与したことを認めるに足りる証拠はない。したがって，

広島機械製作所や広島造船所における控訴人らの生活や労働に関
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